
 

 

 

 

 

 

災害・オウム対策調査特別委員会 
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件   名                                  頁 

 

１ 受理番号１２ 放射能汚染から子どもの健康を守るため、汚染土・除染土の 

安全管理と再生可能なエネルギー政策を進めるよう求める陳情  ２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（危機管理部） 
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件  名 

受理番号１２  

放射能汚染から子どもの健康を守るため、汚染土・除染土の安全管理と 

再生可能なエネルギー政策を進めるよう求める陳情 

所管部課名 危機管理部 危機管理課、環境部 環境政策課 生活環境保全課 

 

 

請願の要旨 

１ 学校・保育園・公園に埋設された福島原発事故の汚染土の場所に安全管

理のために、看板等の表示をすること 

２ 特措法（2011 年 8 月成立）の趣旨である「放射性物質は拡散させない」

を守り、国から除染土を足立区に持ち込ませない 

３ 子どもたちが安全に生きられる足立区にするために、再生可能なエネル

ギー政策をさらに進めること 

請願者等 請願文書表のとおり 

 

 

 

 

 

 

内容及び 

経過 

 

 

 

 

 

 

１ 看板等の表示について 

（１）現状 

足立区は、東日本大震災の原発事故を受けて放射線量の指標値を定 

め、区施設等において指標値 0.25μSv/h以上の放射線量を測定した地 

点では、表土の天地換えや土を移設し埋設する等の措置を実施して、指 

標値未満にすることとしている。 

（２）過去の測定結果 

  ア 平成２３年 

学校・保育園・公園等の区施設を管理する各所管が、施設内を 10ｍ

メッシュで区切り、全メッシュで放射線量の測定を実施。区の指標値

を超えた地点は、表土の天地換えや土の移設等の対策実施後再測定を

行い、区の指標値を超えていないことを確認した。 

イ 平成２８年 

平成２３年の測定で区の指標値を超えた地点で、放射線量の測定を 

実施。全地点で区の指標値を超えていないことを確認した。 

  ウ 令和４年 

平成２３年の測定で区の指標値を超えた地点及び超えた地点の土の 

埋設場所での放射線量の測定を実施。全地点で区の指標値を超えてい 

ないことを確認した。 

  エ 公表状況 

上記測定結果については現在、全て区のホームページで公表してお

り、令和４年の測定については、測定地点も公表している。 

 

２ 除染土の持ち込みについて 

（１）現状（特措法の基本方針について） 

ア 「特措法」（平成 23年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震 

に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の 



３ 
 

汚染への対処に関する特別措置法）の基本方針において、除去土壌等 

の減容化、運搬、保管等に伴い周辺住民が追加的に受ける線量が年間 

1mSvを超えないようにするものとしている。 

イ 「特措法」によれば、環境大臣は除染特別地域内の土地等に係る除 

去土壌の保管に関する台帳の作成、管理をしなければならないとされ 

ている。 

除染実施計画を定めた知事等は除染実施区域内の土地等に係る除去

土壌等の保管に関する台帳の作成、管理をしなければならないとされ

ている。 

ウ 除染土の県外移動について環境省に確認したところ、令和６年９月 

１９日現在実例はないとの回答だった。 

 

３ 再生可能エネルギー施策について 

（１）現状 

令和３年３月２３日に、区と区議会共同で２０５０年度までに二酸化 

炭素排出実質ゼロを目指すことを宣言した。 

その目標達成に向けて、第三次足立区環境基本計画（令和４年３月改 

定）を策定し、ＣＯ２排出量を削減するための具体的な取組とその削減 

効果量を示すとともに、その実行計画である足立区脱炭素ロードマップ 

を令和５年５月に策定した。 

（２）具体的な主な取組 

ア 太陽光発電システム設置費補助金 

【補助内容】 

未使用の太陽光発電システムを購入・設置した場合に補助金を交

付する。 

【補助額】 

対象経費の３分の１または１ｋｗあたり 60,000 円のいずれか小

さい額 

補助上限額 240,000円（区内事業者は 288,000円） 

【実績】 

令和５年度交付件数 ２６８件 

イ 再エネ１００電力導入サポートプラン協力金 

【補助内容】 

従量電灯Ｂ又はＣの電力供給契約を再エネ１００電力メニューに

切り替えた場合に協力金を支給する。連続して２年間申請が可能。 

【補助額】 

20,000円 

初年度及びその翌年度の連続した２年間の申請が可能（２年間申

請した場合、計 40,000円）。 

 



４ 
 

【実績】 

令和５年度交付件数 ３００件 

ウ 区施設における再生可能エネルギー１００％電力の導入 

【事業概要】 

令和３年度より、一部施設において電力契約の見直しを行い、再 

生可能エネルギー１００％電力の導入を開始した。令和６年４月か 

らの、高圧・特別高圧の施設における電力契約に関しては、全ての 

再生可能エネルギー１００％電力の供給を要件としている。 

【実績】 

令和６年１０月１日現在の導入施設は下記のとおり。 

 

 
 施設名（施設数） 

１ 区立小・中学校（102） 

２ 本庁舎 

３ 地域学習センター（13） 

４ ギャラクシティ 

５ 総合スポーツセンター等（3） 

６ 住区センター（27） 

７ 足立清掃事務所 

８ 足立保健所 

９ 勤労福祉会館 

 


